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§１ 助成金の交付を受けるまでの流れと基本的事項 

１． 助成金の交付を受けるまでの事務手続 

助成事業者が当協会から日本万国博覧会記念基金事業の助成金（以下「助成金」といいます。）

を受けるまでにつぎの4段階で手続を行います。なお、事業実施途中における内容等の変更があ

る場合は、必要に応じて手続を行います。 

全体の流れは下記フローチャートを参照してください。 

第1段階  助成金受領誓約書の提出（詳細は11ページ参照） 

定められた期限までに当協会へ提出します。 
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第2段階  進捗状況報告書・次年度計画書の提出（詳細は15ページ参照） 

各年度（最終年度除く）の12 月28 日までに進捗状況報告書・次年度計画書を提出

してください。 

進捗状況報告書・次年度計画書の内容を審査会で審査して、次年度の助成金交付決定

を行います。 

なお、審査会の審査で、事業の進捗状況に問題があると判断される場合は、次年度以

降の助成を継続できない場合がありますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３段階  完了実績報告書の提出（各年度 詳細は18ページ参照） 

助成対象事業費の支払完了後、1ヶ月以内に完了実績報告書を提出します。なお、完

了実績報告書の提出が遅れた場合は助成金を交付できない場合がありますのでご注意

ください。 

後日、当協会より「助成金交付確定通知書」が送付されます。 
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第４段階  助成金の交付（詳細は25ページ参照） 

助成金は、助成金受領誓約書に記載の預金口座へ振り込みます。 

なお、助成金額は助成対象事業費の決算額をもとに算出しますので、交付決定通知書

に記載の交付決定額を下回ることがあります。 
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２． 助成事業に関する一般的事項 

（１） 助成金に関する基本的事項 

➀助成金の支払時期 

助成金は、原則、助成対象事業費の支払いがすべて完了した日（＝事業完了日）以降に

助成事業者が提出する完了実績報告書を精査し、事後評価を実施し、内容が適正であるこ

とを確認のうえ、助成事業収支決算額に基づき助成金交付額を確定し、助成事業者に通知

した後に支払います。（精算払） 

➁助成金を交付する額（交付確定額） 

助成金を交付する額は、原則として、つぎのいずれか少ない額(ｲ)となります。 

・助成対象事業費決算額合計額×決定通知書記載の助成率（千円未満切捨て） 

・助成金交付決定額（決定額の減額変更をした場合はその額） 

ただし、収支決算において、上の助成金額(ｲ)により算出した収入合計額が支出合計額

を超過する場合は、(ｲ)からその超過額を差し引いた額（千円未満切捨て）となります。 

➂善良な管理者の注意 

助成事業者は、善良な管理者の注意をもって助成事業を行ってください。特に、安全管

理については十分注意を払い、くれぐれも事故のないよう事業を実施してください。 

➃経理の明確化 

助成事業者は、助成事業と他の事業の経費を区分したうえで、助成事業の経費を助成の

対象となる経費＝助成対象事業費と助成の対象とならない経費＝助成対象外事業費に区

分してください。 

なお、助成対象事業費と助成対象外事業費の区分はつぎのとおりです。 

    【助成対象事業費】 

      助成対象事業費は、事業に直接必要な経費のうち、つぎの（ⅰ）（ⅱ）の両方に該当す

る経費とします。 

      ただし、他の団体からの助成金を充当する経費を除きます。 

      （ⅰ）対象となる事業の実施期間中に発生する経費 

          ※なお、施設利用等に伴う予約金についてはこの限りではありません。 

      （ⅱ）助成事業者と異なる者への支払又は給付をする経費 

    【助成対象外事業費】 

      つぎの（ⅰ）から（ⅷ）までのいずれかに該当する経費は助成対象外とします。 

      （ⅰ）助成事業者の経常的な運営経費 

      （ⅱ）事務局の人件費 

      （ⅲ）助成事業者の出演料、謝金 

      （ⅳ）飲食、観光、アトラクション費、交通費特別料金（航空運賃のファーストクラ 

     ス及びビジネスクラス・新幹線グリーン車等） 
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  （ⅴ）参加者等の同伴者の経費 

     ただし、身体障害者等の同伴者の費用は対象事業費とすることができます。 

  （ⅵ）事業者の構成団体への支払い（共催事業者、実行委員会の構成団体等） 

  （ⅶ）備品費 

（ⅷ）消耗品費（当該事業のみに使用することが明らかなものは除く） 

 

※他の助成金その他公的な資金を受けて助成事業を実施する場合の取扱い 

 ・万博助成金において本来は助成対象となるべき経費のうち、他の団体からの助成金を充

当する経費については、万博助成金では助成対象外とします。 

     ・国または地方公共団体（独立行政法人を含みます。以下「国等」といいます。）が主催

または共催である事業で、国等からの助成金の合計額が総事業費の1/2 を超える場合

は、国等が実質的に実施している事業とみなされるため、辞退届を提出してください。 

➄目的外使用の禁止 

助成事業者は、助成金を、助成事業以外の目的に使用することはできません。 

➅取得財産の管理 

助成事業者は、助成事業により取得した財産を、善良な管理者の注意をもって管理しな

ければなりません。 

(ア) 剰余金、積立金及び繰越金 

事業の決算時に、剰余金、積立金又は繰越金が発生している場合は、助成金が減額又は

支払われない場合があります。 

また、上部組織への納付金等がある場合も同様です。 

(イ) 事業を中止した場合 

事業を中止した場合は、助成金は交付されません。 

 

（２） 立入調査等 

当協会は、助成事業の実施状況及び取得財産の管理状況を把握するために、必要があると

きは、助成事業者に必要な事項を報告させ、又は助成事業者の事務所・事業所等に立ち入り、

帳簿書類その他の物件を調査することがあります。 

 

（３）助成事業者のホームページへの万博表示およびリンク設定 

助成事業者がホームページを有している場合は、必ず、そのホームページに当協会の日本

万国博覧会記念基金（以下「万博基金」といいます。）から助成金を受けた旨の表示（以下

「万博表示」といいます。）を行うとともに、当協会の万博基金ホームページ（URL：

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/）へのリンクを設定してください。 

なお、万博表示は、当協会の名称が記載されているものを使用してください。 

また、助成金受領誓約書提出時および完了実績報告書提出時に、当該ページを印刷したも

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/
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のを添付してください。 

【表示例】 

 

 

 

（４）万博表示 

助成事業実施に伴い作成するつぎの①から④までの作成物に、万博表示を必ず行ってくだ

さい。 

① 助成事業のために作成した広報物(ポスター、プログラム、チラシ等)および成果物(報

告書、図書、映像フィルム、DVD、CD-ROM等) 

② 助成事業のホームページまたはWeb ページ（（３）の助成事業者のホームページと

は別個に助成事業のホームページを作成した場合、または助成事業者のホームページ

内に助成事業のWebページを作成した場合は、助成事業のホームページまたはWeb

ページにも万博表示を行ったうえ、万博基金ホームページ

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/へのリンクを設定してください。) 

③ 助成事業の案内表示(看板等) 

④ その他、上記以外の作成物 

なお、①から④までの作成物にかかる万博表示は、他の助成金交付団体等の表示との兼ね

合いなどにより、やむを得ず当協会の名称が記載されていない表示を行うことも可能としま

すが、できる限り当協会の名称が記載されているものを使用してください。 

また、➀から④までの作成物は、申請書の計画に基づいて作成してください。 

万博表示を行った上記の作成物は、当協会へ提出してください。ただし、提出が不可能な

場合は、内容が確認できる写真等を提出してください。 

「万博表示の方法」について、日本語のみの印刷物の場合は、外国語併記の必要はありま

せんが、外国語による印刷物で日本語併記が可能な場合は日本語を併記してください。 

【表示例】 

 

 

 

※万博表示例のデータについては、当協会の万博基金ホームページからダウンロードしてく

ださい。 

ＵＲＬ：https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/ 

※イラストレータのデータが必要な場合は、当協会までご連絡ください。 

 

（５）事業の実施状況及び万博表示が確認できる写真 

事業の実施状況を確認するため、完了実績報告書提出時に事業全体の様子がわかる写真等

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/
https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/
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を添付してください。 

このため、事業実施期間中に、実施状況の写真（会場の様子や看板など、事業の実施内容

及び万博表示が確認できるもの）を撮影しておいてください。 

なお、当協会ホームページや広報誌などに、事業の紹介や成果を掲載するため、事業実施

前や完了実績報告書の提出の前に、事業の概要や写真の提出をお願いすることがありますの

で、ご協力ください。 

       

（６）書類の提出等 

① 各様式は、この「手引書」により作成してください。様式はそれぞれ所定のＡ４版に整え

て提出してください。提出部数は1部です。 

また、完了実績報告書に添付する領収書等もA４用紙に貼付し、A4版に整えてください。 

なお、当協会の万博基金ホームページから今後助成金を受けるまでの手続関係の書類様式

をダウンロードしていただけますので、手続の際にご活用ください。 

ＵＲＬ：https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/ 

② 提出書類における事業者名及び事業名は、添付される請求書・領収書も含め、申請時の

名称（変更の承認を受けた場合は、変更後の名称）に統一してください。 

※助成金交付決定通知書受領後に事業の名称を変更する場合は「変更届」を提出してく 

ださい。 

➂ 提出書類に押印する代表者印は、助成金交付申請書に押印した印鑑を使用してください。 

➃ 書類の提出方法は、代表者印を押印した原本（紙）を郵送等により提出してください。 

➄ 事業途中に、やむを得ない事情で事業を中止又は廃止せざるを得なくなった場合は、 

あらかじめ当協会に連絡のうえ、辞退届を提出してください。 

➅ 書類の事前確認は事務処理の都合上行っておりません。 

⑦  提出及び連絡先 

〒530-6691 大阪市北区中之島6丁目2番27号 

中之島センタービル29階 

公益財団法人 関西・大阪２１世紀協会 万博記念基金事業部 

 電話  06－7507－2003 

 ＦＡＸ 06－7507－5945 

 Ｅ－ｍａｉｌ：jec-fund@osaka21.or.jp 

 

（７）事後評価 

当協会では、個々の助成事業が申請時の計画どおりに的確かつ効果的に実施されたか、ま

た、どのような事業成果、波及効果があったかを確認・検証し、基金事業の改善にフィード

バックしていくこと及びその公表を通じて説明責任を果たしていくため、提出される完了実

績報告書をもとに事後評価を実施しています。評価結果については、今後の事業改善に役立

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/
mailto:jec-fund@osaka21.or.jp
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てていただくため、助成金の確定通知時にお知らせします。 

 

（８）広報活動への協力 

助成事業者は、2024年夏に実施予定の助成金贈呈式への出席をお願いします。 

また、基金事業に係る記者発表や報告会等の広報活動に可能な限りご協力をお願いします。 

 

（９）その他 

① 助成事業に関する情報の公開 

事業については、当協会ホームページ等に、事業者の名称、事業の名称及び概要、助成額

を掲載します。また、事業紹介については、事業者の方に内容を入力していただきますので、

別紙「日本万国博覧会記念基金事業 事業管理システム 事業紹介・事業報告投稿マニュア

ル」にしたがって入力をお願いします。 

② 個人情報保護 

当協会は、助成事業者から提出された個人情報について、当協会のホームページに掲載す

る「個人情報の保護に関する基本方針」に基づき使用及び管理します。 

ＵＲＬ：https://www.osaka21.or.jp/privacy/index.html 

https://www.osaka21.or.jp/privacy/index.html
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§２ 助成金受領誓約書の提出〔第１段階〕 

１． 助成金受領誓約書 

助成事業者は、「助成金交付決定通知書」記載の上限額および条件で助成金の交付を希望する

かどうかを検討し、助成金の交付を受けて申請書に記載した事業を実施する場合は「助成金受

領誓約書」を提出してください。（「助成金交付決定通知書」記載の上限額および条件では申請

書に記載した事業を実施することができない場合は「辞退届」（詳細は26ページ参照）を提出

してください。） 

「助成金受領誓約書」は、つぎの要領により作成のうえ提出してください。なお、同時に、

助成事業者のホームページに万博表示が行われていることの確認も行いますので、助成金受領

誓約書とあわせて助成事業者のホームページを印刷したものを提出してください。 

（１） 「助成金受領誓約書」の様式 

「助成金受領誓約書」の様式は、当協会の万博基金ホームページからダウンロードしてく

ださい。ＵＲＬ：https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/ 

 

（２） 提出期限 

「助成金受領誓約書」および「助成事業者のホームページを印刷したもの」は、2024年4

月26日までに郵送により提出してください。 

（期限までに提出されない場合は、助成金が交付できない場合があります。） 

 

（３） 「助成金受領誓約書」作成方法 

① 事業番号欄 

助成金交付決定通知書右下記載の事業番号を記入してください。 

② 助成事業者の名称等について 

助成金交付申請書と同じ所在地・名称・代表者役職・代表者氏名を記入してください。 

③ 代表者印 

助成金交付申請書の代表者印と同じものを押印してください。 

④ 助成事業名欄 

助成金交付決定通知書に記入した事業の名称を記入してください。 

なお、変更届で名称の変更を届け出た場合は、変更後の名称を記入してください。 

⑤ 通帳預金口座情報欄について 

銀行名、支店名、支店コード、預金種類、口座番号、口座名義(カナ表記)を記入し、これ

を確認できる預金通帳のコピーを貼り付けてください。 

※預金口座がゆうちょ銀行の場合は、他行からの振込の際に指定する内容を記載した部分

を含めてコピーしてください。 

⑥ 口座名義について 

当協会から振込む預金口座は、助成事業者の口座に限ります。代表者や事務局の者の個人

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/
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口座あるいは助成事業者と異なる団体の口座へは振込みませんのでご注意ください。 

※口座名義が助成事業者の名称及び代表者氏名と異なる場合は、その関係が分かる書類

(組織図など)を添付してください。 

 

 

§３ 助成対象事業費の支払 

助成金額の算定基準となる助成対象事業費の支払いに際し、つぎの点に注意してください。 

１． 助成対象事業費の請求書および領収書 

助成対象事業費（区分は6ページ参照）の支払証憑として、受注業者から納品時または役務提

供完了時に納品書等及び請求書（内訳明細含む）を、代金支払い時に領収書をそれぞれ受領のう

え、つぎの項目を確認してください。不備がある場合は、助成対象事業費として取扱いませんの

で注意してください。 

 【請求書・領収書受領時の確認項目】 

（ⅰ） 発行日が記載されていること。 

（ⅱ） 発行会社の押印があること（押印の習慣がない国の場合は、発行者のサイン可）。 

（ⅲ） 宛名が助成事業者名であること（個人名のみの宛名は不可）。 

（ⅳ） 請求・支払いの内容がわかること。 

（ⅴ） 【領収書】渡航費、宿泊費については、利用者、利用日、利用明細等がわかること。 

（ⅵ） 【領収書】収入印紙が貼付されていること。 

（ⅶ） 【請求書】領収書を振込証憑で代用する場合は、振込先口座が記載されていること。 

※振込先口座が記載されている請求書に基づき、銀行振込により支払った場合は、銀

行への振込依頼書またはATM発行の振込利用明細（振込者名、振込先名、振込日、

振込金額が確認できるものに限ります。)を領収書とみなすことができます。 

上記項目が確認できたら、請求書・領収書の原本を保管してください。（写しを完了実績報告

書提出時に添付します。）領収書のない経費は、支払った事実および支払金額が確認できないた

め、助成対象とはなりません。また、領収書があっても、物品の引渡しまたは役務の提供等が完

了しておらず、助成対象事業費に計上する金額が確定していない場合は、助成対象とはなりませ

んので注意してください。（14ページ§5助成金の前払1.｢助成金前払申請書の提出｣ 注）参照） 

また、渡航費、宿泊費については航空券、宿泊施設発行の領収書（明細のあるもの）の写し等

渡航、宿泊の事実及び支払が確認できる書類を添付してください。（上記確認項目（ⅴ）） 

なお、つぎの場合は、請求書を添付する必要はありません。 

   (ⅰ)  小売店舗の店頭で物品を購入し、購入と同時に対価を支払った場合。 

(ⅱ)  公共交通機関および宿泊施設への交通費・宿泊費の支払（掛け払い・後払いの場合  

を除きます。） 
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２．外貨による支払の取扱い 

助成対象事業費に係る経費を外貨で支払った場合は、日本円に換算してください。 

円換算は、原則として各経費の領収書発行日や外貨への両替日などを基準日とするレートで行

いますので、証跡としてレートが確認できる新聞記事等を領収書に添付してください。 

なお、銀行による外国送金の手続を行った場合は、「外国送金依頼書」と「外国送金の計算書」

により円換算の確認ができますので、証跡として銀行の手続書類の写しを添付してください。 

 

 

§４ 助成金交付申請書記載内容に変更が生じた場合の手続き 

助成金交付申請書の記載内容に変更が生じた場合は、その内容に応じて、計画変更承認申請書

または変更届を提出してください。 

１．計画変更承認申請書の提出 

つぎの（１）～（３）に該当する場合は、事業計画を変更する前に「計画変更承認申請書」を

提出し、当協会の承認を求めてください。なお、事前に当協会への連絡をお願いします。 

（１） 助成事業内容の大幅な変更が見込まれる場合。 

（２） 助成事業の完了日までに、当協会からの助成金を除く収入の増加又は支出の減に伴う助成 

 金交付決定額の減額が見込まれる場合。 

（３） 助成事業の完了時期の翌事業年度への延長が見込まれる場合。 

【注意事項】 

(A)  開催日時又は事業完了時期の翌事業年度への延長の場合は、変更後の事業の完了時

期及び完了実績報告書の提出時期を「変更の内容」欄に記載してください。 

(B)  交付決定額の減額の場合は、本申請書とあわせて変更後の資金使途予算書、収入内

訳書及び支出内訳書を添付してください。 

(C)  代表者印は助成金交付申請書の代表者印と同じものを押印してください。 

計画変更承認申請書の内容を審査した結果、やむを得ないと認められるときは、計画変更承認

通知書を当該助成事業者に交付します。ただし、申請書記載内容に修正の必要があると認めると

きは、当協会は助成事業者に対し指示することができるものとします。 

 

２．変更届の提出 

つぎの事項に変更が生じた場合は、これを証する書類を添付した「変更届」を遅滞なく提出し

てください。なお、代表者印は助成金交付申請書の代表者印と同じものを押印してください。 

（１）助成事業者の名称及び住所の変更 

（２）代表者の氏名変更 

（３）助成金受領誓約書に記載した預金口座の変更 

（４）事務担当者の所属名称、氏名、連絡先の変更（添付書類不要） 

（５）助成事業の名称、開催場所の変更（添付書類不要） 
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（６）年度内の事業期間または開催日時の変更（添付書類不要） 

 

【変更届の添付書類】 

項  目 法  人 法人格を有しない団体 

名称の変更 理事会議事録 組織委員会等の名称変更を証する書面 

住所の変更 理事会議事録 組織委員会等の住所変更を証する書面 

代表者の変更 理事会議事録 前代表者の同意書 

預金口座の変更 新たな助成金受領誓約書 

 

 

§５ 助成金の前払 

助成金は、対象事業費の支払いが完了し、その金額が確定したのちに支払われます。（精算払） 

ただし、事業が完了していない場合でも、つぎの条件をすべて満たす場合で、当協会が必要と

認めたときは、交付決定額の1/2の額を上限として、前払の対象となる助成対象事業費の3/4（千

円未満切捨て）の金額まで助成金の前払を受けることができます。 

【助成金の前払を受けるための条件】 

・前払の対象となる助成対象事業費の金額が確定していること。（⇒前払の対象となる助成対

象事業費にかかる物品の引渡しまたは役務の提供をすでに受けていること。） 

・前払の対象となる助成対象事業費にかかる納品書、または、工事完了届などの役務提供完

了を証する書面（以下「納品書等」といいます。）及び請求書（支払済の場合は納品書等、

請求書及び領収書）を証憑として助成金前払申請書に添付すること。 

・前払金交付日（交付月の25 日以降）の翌月末までに領収書等の支払証憑を添付した助成金

前払報告書を提出すること。 

助成金の前払にかかる具体的な手続きはつぎのとおりです。 

１．助成金前払申請書の提出 

前払を希望する場合は、当協会に連絡のうえ、助成金前払申請書を提出してください。 

なお、前払申請は１回に限ります。複数回の前払申請はできません。 

前払金で支払う費用を「前払の対象となる助成対象事業費」欄に記載のうえ、納品書等及び請

求書（支払済の場合は納品書等、請求書及び領収書）を添付してください。 

注）「前払の対象となる助成対象事業費」については、支払済で領収書を受領していても、物品の

引渡しまたは役務の提供等が完了し、助成対象事業費に計上する金額が確定するまでは、前

払申請書を提出できません。 

   【例１】予約購入により航空会社に支払った航空運賃 

キャンセル不可の航空券チケットを予約購入し、領収書を受領していても、実際に搭乗

するまでは、前払申請書を提出できません。（搭乗できない場合は、助成事業にかかる役
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務の提供を受けていないため、助成対象外費用となります。） 

 

   【例２】旅行会社に事前に支払った旅行代金（航空運賃+宿泊代等） 

事前に代金を支払い、領収書を受領していても、旅行が完了し、帰着日以降に旅行会社

の精算書を受領するまでは、役務の提供が完了しておらず金額が確定しないため、前払申

請書を提出できません。 

 

２．助成金前払決定通知書の交付及び支払 

助成事業者から提出された助成金前払申請書の内容を審査し、必要と認められるときは、助成

金前払決定通知書を当該助成事業者に交付します。 

その後、前払金を助成金受領誓約書に記載の預金口座へ振り込みます。 

 

３．助成金前払報告書の提出 

助成事業者は、前払金充当費用の支払いをすみやかに完了し、支払証憑（領収書、振込明細書

等、22ページ（4）添付書類の提出①助成対象事業費に係る請求書及び領収書の写し（A）領収

書を参照）を添付した助成金前払報告書を提出してください。 

  ※助成金前払報告書に記載された「前払の対象となる助成対象事業費」×決定通知書記載の助

成率（千円未満切捨て）が前払金交付額を下回る場合は、その差額をすみやかに返還しなけ

ればなりません。 

 

 

§６ 進捗状況報告書・次年度計画書の提出［第 2 段階］ 

１． 進捗状況報告書・次年度計画書 

（１） 進捗状況報告・次年度計画書様式 

進捗状況報告・次年度計画書の作成書類はつぎのとおりです。様式を当協会ホームページ

からダウンロードして作成してください。 

ＵＲＬ：https://www.osaka21.or.jp/jecfund /download/ 

助成事業者にて作成する書類 

(ｲ) 報告書・計画書表紙 

(ﾛ) 当年度助成事業の進捗状況報告書 

(ﾊ) 当年度助成事業決算見込み 

(ﾆ) 次年度計画書 

(ﾎ) 次年度予算表 

※（ﾛ）及び(ﾊ)は、すでに当年度の完了実績報告書を提出している場合は必要ありません。 

 

（２） 提出期限 

https://www.osaka21.or.jp/jecfund%20/download/
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進捗状況報告書・次年度計画書は、当年度の12月28日までに提出してください。 

「進捗状況報告書」、「次年度計画書」に基づき進捗状況を審査し、事業の進捗状況が順調

であると認められるときは、「次年度助成金交付決定通知」により通知します。なお、事業

継続審査の結果、事業の進捗状況に問題があると判断される場合は、次年度以降の助成を継

続できない場合があります。 

その他作成にあたっての諸注意は、以下の事項に従い取り扱ってください。 

 

（３） 進捗状況報告書・次年度計画書作成方法 

書類の作成手順は、①当年度助成事業の進捗状況書、②当年度助成事業決算見込み、③

 次年度計画書、④次年度予算表の順に行いますので、この作成手順に従ってつぎのとおり

作成してください。 

① 進捗状況報告書 

(ｲ) 事業番号欄 

助成金交付決定通知書右下記載の番号を記入してください。 

(ﾛ) 助成事業者名欄 

助成金交付申請書に記載した所在地・団体名・代表者役職・代表者氏名を記入してく

ださい。 

(ﾊ) 代表者印 

助成金交付申請書の代表者印と同じものを押印してください。 

(ﾆ) 助成事業名 

助成金交付決定通知書に記載の助成事業名を記入してください。 

なお、変更届で名称の変更を届け出た場合は、変更後の名称を記入してください。 

(ﾎ) 当年度の活動計画 

前年度に提出した申請書もしくは次年度計画書の内容を記載してください。 

(ﾍ) 目標達成度と実施済みの内容及び年度内の活動予定 

当年度での目標の達成度及び、事業内容について実施済みと年度内での実施予定を具

体的に記載してください。 

(ﾄ) 完了予定時期、当年度助成事業完了報告書の提出時期 

(ﾁ) 事業実施上の問題点 

事業の完了時期が当初の予定より遅れる場合は、この欄の問題点及び理由、解決のため

の対策を具体的に記入してください。 

 

② 当年度助成事業決算見込み 

助成事業収支決算見込みは、なるべく申請書提出時の助成事業収支予算表に記載した

費目に基づき決算見込み額を記入してください。なお、予算に計上していなかった収入

項目や支出項目が発生している場合は、項目を新たに設定してください。 
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(A) 支出項目 

(a) 助成対象事業費 

支出内訳書に基づく金額を精算済と未精算に分けて、費目ごとに記入してくだ

さい。 

(b) 助成対象外事業費 

実際にかかった経費を費目ごとに記入してください。なお、未精算の費用も含

めて記入してください。 

(B) 収入項目 

(a) 万博助成金 

次の計算のいずれか少ない方の額とします。 

・ 助成対象事業費決算合計額×決定通知書記載の助成率（千円未満切捨て） 

・ 助成金交付決定額（決定額の減額変更をした場合はその額） 

(b) 万博助成金以外の収入項目 

収入内訳書に基づく金額を費目ごとに記入してください。 

 

③ 次年度計画書 

(ｲ) 次年度助成金申請金額 

次年度予算表の助成金額と合わせてください。 

(ﾛ) 次年度の活動計画 

次年度事業の概要、達成目標、事業内容について具体的に記載してください。 

 

④ 次年度助成事業収支予算表 

次年度助成事業収支予算表は、提出時点で分かっている費用をできるだけ詳しく記入

してください。 

(A) 支出項目 

(a) 助成対象事業費 

支出内訳書に基づく金額を費目ごとに記入してください。 

(b) 助成対象外事業費 

支出内訳書に基づく金額を費目ごとに記入してください。 

(B) 収入項目 

(a) 万博助成金 

次の計算のいずれか少ない方の額とします。 

・ 助成対象事業費決算合計額×決定通知書記載の助成率（千円未満切捨て） 

・ 助成金交付決定額 

(b) 万博助成金以外の収入項目 

収入内訳書に基づく金額を費目ごとに記入してください。 
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§７ 完了実績報告書の提出〔第３段階〕 

１．完了実績報告書（各年度） 

 助成対象事業費の支払いが完了したら、つぎの要領により完了実績報告書を作成のうえ提出

してください。 

（１） 完了実績報告書関係様式 

完了実績報告書の作成書類及び添付書類はつぎのとおりです。様式を当協会ホームページ

からダウンロードして作成してください。 

ＵＲＬ：https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/ 

【助成事業者にて作成する書類（報告書本体）】※作成する順に付番 

➀報告書表紙 

➁助成事業の実施内容及び成果に関する報告書（別紙1-1、別紙1-2） 

➄助成事業収支決算表（別紙2） 

④収入内訳書（別紙3） 

③支出内訳書（別紙4） 

【添付書類】 

➀助成対象事業費にかかる請求書及び領収書の写し 

➁万博表示の印刷物（ポスター、プログラム、ホームページを印刷したもの等） 

➂事業の実施状況が確認できる写真 

➃参加者名簿 

➄助成金前払決定通知書の写し（前払を受けた事業者のみ必要） 

 

（２） 提出期限 

「完了実績報告書」は、事業完了日（助成対象事業費にかかる支払の最終日）から１カ月

以内に提出してください。 

 

（３） 完了実績報告書（本体）作成方法 

書類の作成は、①報告書表紙、②助成事業の実施内容及び成果に関する報告書、③収入内

訳書、④支出内訳書、⑤助成事業収支決算表の順に、つぎのとおり作成してください。 

なお、代表的な質問を当協会ホームページに掲載していますのでご参照ください。

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/faq/ 

 

① 完了実績報告書表紙 

(ﾘ) 事業番号欄 

助成金交付決定通知書右下記載の事業番号を記入してください。 

(ﾇ) 助成事業者名欄 

助成金交付申請書に記載した所在地・団体名・代表者役職・代表者氏名を記入してく

https://www.osaka21.or.jp/jecfund/download/
https://www.osaka21.or.jp/jecfund/faq/
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ださい。 

(ﾙ) 代表者印 

助成金交付申請書の代表者印と同じものを押印してください。 

(ｦ) 見出しの年度欄 

助成金交付決定通知書に記載の年度を記入してください。 

(ﾜ) 助成事業名欄 

助成金交付決定通知書に記載の助成事業名を記入してください。 

なお、変更届で名称の変更を届け出た場合は、変更後の名称を記入してください。 

 

② 助成事業の実施内容及び成果に関する報告書（別紙1-1、別紙1-2） 

   助成金交付申請書提出時の「事業の概要及び計画」の項目に記載した内容と比較し、

実施結果を記載する様式ですので、各項目の計画と実績（結果）を記入してください。 

なお、記入欄は必要に応じて拡げてください。 

(ｲ) 事業の実施内容欄 

事業の実施内容（演目、展示の内容、会議の内容等）を具体的に記入してください。 

なお、計画と実績に相違がある場合は、その理由も記入してください。（理由書は、

別添にても可） 

(ﾛ) 事業の完了日欄 

最後に支払った助成対象事業費にかかる経費の領収書発行日を記入してください。 

(ﾊ) スケジュール欄 

準備期間も含め、実施日程を詳細に記入してください。 

(ﾆ) 入場者・参加者数欄 

事業への入場者・参加者数を記入してください。 

なお、申請時の計画より減少した場合は、その理由も記入してください。（理由書は、

別添にても可） 

(ﾎ) 助成成果の社会への発信方法欄 

万博表示の印刷物等について、種類ごとに部数を記入してください。 

なお、万博表示について申請時の計画より減少した場合は、その理由も記入してく

ださい。（理由書は、別添にても可） 

(ﾍ) 広報欄 

印刷物等の作成部数と配布先、マスコミ、関係機関等への周知方法等、事業の広報

実績を記入してください。 

なお、事業が新聞・テレビ等で報道された場合は、記事の写し、放送内容のわかる

資料（放送局名・放送日等）を添付してください。 

(ﾄ) ホームページURL欄 

ホームページURLを記入し、当該ページを印刷したものを添付してください。 
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(ﾁ) 参加者等のアンケート欄 

参加者アンケートを実施している場合は、その結果の概要を記入し、参加者の満足

度についての集計・分析結果も添付してください。（アンケートの実施の有無や集計・

分析結果は、当協会が実施する「事後評価」にあたっての参考資料とします。） 

また、アンケートを実施していない場合は、主催者が聴き取られた参加者の感想を

数例記入してください。 

(ﾘ) 効果的な経費支出欄 

効果的に経費を支出するため、特に配慮したことを具体的に記入してください。 

（例）○○○の発注につき、3社から見積書を取得し、最低価格の業者に発注した。 

該当がなければ、空白ではなく、「なし」と記入してください。 

(ﾇ) 事業の成果・効果欄 

記載の内容はホームページに掲載しますので、事業内容を総括した上で、事業目的

と比較し、事業を実施したことによりどのような公益が社会にもたらされたか、波及

効果はどうであったか、事業成果を社会にどのように発信したか等について具体的に

記入して下さい。 

(ﾙ) 助成金を受けた成果・効果欄 

万博助成金を受けたことにより得られた成果・効果として、事業内容の拡充や質の

向上等について具体的に記入してください。 

(ｦ) 問題点・課題欄 

事業を検証し、事業計画、実施方法に問題がなかったか、今後事業を発展させてい

くための課題等について具体的に記入してください。 

(ﾜ) 今後の活用計画・方策欄 

今回の事業成果を今後どう社会に還元していくのか、また、今回の事業実績を踏ま

え、今後事業をどう展開していくのか、その方向性を具体的に記入してください。 

 

③ 支出内訳書（別紙4） 

つぎの手順で作成してください。 

（ⅰ）対象事業費の支払いにかかるすべての領収書に番号を付してください。 

（ⅱ）助成対象事業費（区分は6ページ参照）の各費目について、内訳明細を領収書１

枚につき１行を使用して（領収書単位で）記入のうえ、領収書番号欄に付番した

番号を記入してください。（複数の領収書による支払金額を合算して1 行にまとめ

ないでください。） 

なお、領収書に記載されている金額の一部が助成対象事業費になる場合は、つぎのとお

り作成してください。 

(ｲ)領収書または請求書の内訳明細書に一致する金額の記載がある場合 

内訳明細書の一致する金額の横に枝番を付し、金額欄に明細書の金額、領収書番号欄
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に領収書番号および明細書の金額横の枝番を記入してください。 

(ﾛ)領収書等に、計上する助成対象事業費と一致する金額が記載されておらず、領収書等記

載金額から計算式により計上金額を算出する場合 

内訳欄に、領収書記載金額から助成対象となる金額を算出する計算式を明記し、金額

欄にその算出額を、領収書番号欄に 領収書番号（および枝番）を記入してください。 

 

④ 収入内訳書（別紙3） 

費目名欄には、当協会からの助成金を除く収入項目（例：参加費、協賛金、寄附金、他

の助成金等）を記入し、内訳欄には収入項目ごとに単価及び数量等の積算根拠を記入して

ください。 

※当助成金以外の他の助成金その他公的な資金を受けて助成事業を実施した場合は、資

金の受入額や使途指定を確認するため、当該団体から交付を受けた通知書の写しを添

付してください。 

なお、➄助成事業収支決算表の作成過程で収入内訳書の記載内容に修正が生じた場合は、

助成事業収支決算表の記載内容にあわせて収入内訳書を修正してください。 

 

⑤ 助成事業収支決算表（別紙2） 

助成事業収支決算表は、申請書提出時の助成事業収支予算表に記載した費目に基づき

決算額を記入してください。なお、予算に計上していなかった収入項目や支出項目が発

生している場合は、項目を新たに設定してください。 

決算表で、収入超過の場合、剰余金、積立金、繰越金等が計上されている場合は、助

成金が減額されます。収入超過額、剰余金、積立金、繰越金等が、助成金交付決定額を

超える場合は、辞退届を提出してください。 

(A) 支出項目 

(a) 助成対象事業費 

支出内訳書に基づく金額を費目ごとに記入してください。 

(b) 助成対象外事業費 

実際にかかった経費を費目ごとに記入してください。なお、未払いがある場

合は、未払い額も含め支出決算額に記入してください。 

(B) 収入項目 

(a) 万博助成金 

つぎの計算のいずれか少ない額(ｲ)となります。 

・ 助成対象事業費決算額合計額×決定通知書記載の助成率（千円未満切捨て） 

・ 助成金交付決定額（決定額の減額変更をした場合はその額） 

ただし、上記で算出した助成金額(ｲ)による収入合計額が支出合計額を超過す

る場合は、(ｲ)からその超過額を差し引いた額（千円未満切捨て）(ﾛ)とします。
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この場合、千円未満切捨て額を、万博助成金以外の収入項目に計上して、収入

合計額と支出合計額が同額になるようにしてください。 

なお、上記で算出した助成金額(ｲ)または(ﾛ)が１０万円未満となる場合は、助

成金は交付されませんので、辞退届を提出してください。 

また、上記により算出した助成金額による収入合計額が支出合計額に満たな

い場合は、不足額を万博助成金以外の収入項目に計上して、収入合計額と支出

合計額が同額になるようにしてください。 

(b) 万博助成金以外の収入項目 

収入内訳書に基づく金額を費目ごとに記入してください。ただし、上記(a)に

より万博助成金以外の収入項目の金額に修正が生じた場合は、修正後の金額を

記載するとともに、収入内訳書の金額を修正してください。 

 

（４） 添付書類の提出 

添付書類の整理及び添付の際の注意事項はつぎのとおりです。 

➀助成対象事業費にかかる請求書及び領収書の写し 

助成対象事業費について請求書及び領収書の写しを提出してください。 

（助成対象外事業費については原則として提出不要です。） 

領収書のない経費は、支払った事実および支払金額が確認できないため、助成対象と

はなりません。また、領収書があっても、物品の引渡しまたは役務の提供等が完了して

おらず、助成対象事業費に計上する金額が確定していない場合は、助成対象とはなりま

せんので注意してください。（14ページ§5助成金の前払1.｢助成金前払申請書の提出｣

注）参照） 

なお、請求書及び領収書の原本を確認させていただく場合がありますので、原本を保

管してください。 

請求書及び領収書の写しを添付する際の確認及び注意事項は以下のとおりです。 

（Ａ）領収書 

領収書には１枚ずつ番号を付し、その番号を支出内訳書の領収書番号欄に記入して

ください。 

(a) 確認事項 

領収書についてつぎの各項目を確認してください。不備がある場合は、助成対象

事業費として取扱いませんので注意してください。 

（ⅰ） 発行日が記載されていること。 

（ⅱ） 発行会社の印が押印されていること（押印の習慣がない国の場合は、発行者

のサイン可）。 

（ⅲ） 領収書の宛名が助成事業者名であること（個人名のみの宛名は不可）。 

（ⅳ） 支払いの内容がわかること。 
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（ⅴ） 渡航費、宿泊費については、利用者名、利用日、利用明細等がわかること。

あわせて、実際に渡航・宿泊したこと及びその内容の確認証跡として、渡航費

については航空券の写し、宿泊費については宿泊施設発行の宿泊明細書の写し

が添付されていること。 

（ⅵ） 収入印紙が貼付されていること。 

(b) 銀行から振込による支払を行った場合の領収書 

振込先口座が記載されている受託業者からの請求書に基づき、銀行振込により支

払を行った場合は、銀行への振込依頼書またはATM発行の振込利用明細（振込者

名、振込先名、振込日、振込金額が確認できるものに限ります。)を領収書とみなす

ことができます。 

(c) 宛名や支払内容が確認できない領収書の取扱い 

宛名や支払内容が正確に確認できない領収書は、助成対象事業費として取扱いま

せんので注意してください。 

(d) 領収金額に対応する請求書の添付 

領収書記載の金額に対応する請求書を添付してください。 

複数の請求書に対し一括で支払った場合は、全ての請求書を添付してください。

また、１枚の請求書に対し２回以上に分けて支払った場合は、１枚の請求書に対応

する領収書全てを添付してください。 

(e) 外貨で支払った場合の取扱い 

助成対象事業費に係る経費を外貨で支払った場合は、日本円に換算してください。 

円換算は、原則として各経費の領収書発行日や外貨への両替日などを基準日とし

たレートで行いますので、証跡としてレートが確認できる新聞記事等を添付してく

ださい。 

なお、銀行による外国送金の手続を行った場合は、「外国送金依頼書」と「外国

送金の計算書」により円換算の確認ができますので、証跡として銀行の手続書類の

写しを添付してください。 

また、領収書に日本円のレートおよび日本円への換算額を記入してください。あ

わせて支払内容が確認できるよう、費用の内訳等の日本語訳も記入してください。 

（Ｂ）請求書 

(a) 確認事項 

請求書についてつぎの各項目を確認してください。不備がある場合は、助成対象

事業費として取扱いませんので注意してください。 

（ⅰ） 発行日が記載されていること。 

（ⅱ） 発行会社の印が押印されていること（押印の習慣がない国の場合は発行者の

サイン可）。 

（ⅲ） 請求書の宛名が助成事業者名であること（個人名のみの宛名は不可）。 
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（ⅳ） 請求の内容がわかること。 

（ⅴ） 請求金額の内訳が記載されていること（内訳明細書の別添可）。 

（ⅵ） 当該請求に係る領収書を振込証憑で代用する場合は、振込先口座が記載され

ていること。 

(b)請求書の添付が必要ない場合 

       つぎの場合は、請求書を添付する必要はありません。 

      (ⅰ)  小売店舗の店頭で物品を購入し、購入と同時に対価を支払った場合。 

      (ⅱ)  公共交通機関および宿泊施設への交通費・宿泊費の支払（掛け払い・後払い

の場合を除きます。） 

 

➁万博表示の印刷物 

万博表示がなされた印刷物（ビデオ、映像フィルム、DVD、CD－ＲＯＭ（ラベルに

表示がなされていること）、看板等を含む）を提出してください。提出が不可能な場合

は、万博表示が確認できる写真を提出してください。 

また、助成事業者のホームページ、および助成事業のホームページまたはWebペー

ジにおいて、当協会の万博基金ホームページへのリンクを設定した万博表示ページにつ

いても、当該ページを印刷し提出してください。 

 

➂事業の実施状況が確認できる写真 

事業の実施状況を確認するため、実施期間中の写真を提出してください。 

公演・展示・・・・会場の看板、入場時の様子、公演・展示会場の様子、その他万

博表示のある部分 

国際会議・・・・・会場の看板、会議中の様子、その他万博表示のある部分 

図書刊行等・・・・制作物本体、その他万博表示のある部分 

招へい・派遣・・・会場の様子等、その他万博表示のある部分 

なお、写真については、著作権、肖像権等一切の権利について問題のないものを提出

してください。(提出された写真は問題がないものとして取扱います。) 

また、あらかじめつぎの事項をご承諾のうえ提出してください。 

(a) 提出いただいた写真は返却できません。 

(b) 提出いただいた 

(c) 写真は基金事業の今後の広報活動（パンフレット、ホームページ等）に使用するこ

とがあります。その際の写真のトリミングやレイアウトは当協会の判断により行い

ます。 

 

➃参加者名簿 

参加者名簿を提出してください。 
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なお、渡航費、宿泊費、会場移動費を支給した者については、参加者名簿に、該当す

る支出にかかる領収書番号を付記してください。（どの費用をだれのために支払ったの

かが確認できるようにしてください。） 

 

➄助成金前払決定通知書の写し 

前払を受けた助成事業者のみ、助成金前払決定通知書の写しを提出してください。 

 

 

§８ 助成金の交付〔第４段階〕 

１．助成金交付確定通知書の交付（各年度） 

助成事業者から提出された「完了実績報告書」を審査のうえ、助成事業が適正に実施され、か

つその成果が認められるときは、助成金を交付する額および交付予定日を記載した「助成金交付

確定通知書」を助成事業者に交付します。 

助成金交付確定額は、助成対象事業費の決算額をもとに算出しますので、交付決定通知書に記

載の交付決定額を下回ることがあります。（21ページ⑤助成事業収支決算表(B)収入項目(a)万博

助成金を参照） 

なお、事業の決算時において、剰余金、積立金又は繰越金が発生している場合は、助成金が減

額又は支払われない場合があります。上部組織への納付金等がある場合も同様です。 

 

２．助成金の振込 

助成金は、助成金交付確定通知書の交付後に、通知書記載の金額および日付で、助成金受領誓

約書に記載の預金口座へ振込みます。 

 

 

§９ 辞退 

１． 辞退届 

助成金の交付決定後において、やむを得ない事情により事業を中止及び廃止するとき又は剰余

金等当初の見込みよりも収入が増えて助成金を受けずに事業が実施できるときは、あらかじめ当

協会へ連絡のうえ辞退届を提出してください。代表者印は助成金交付申請書の代表者印と同じも

のを押印してください。 

なお、前払を受けた後に辞退をする場合は、前払金を当協会に返納しなければなりません。 
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§10 取消し 

１． 取消しの事由 

助成事業実施期間中において、助成事業者が次のいずれかに該当することを確認した場合、

助成金の交付決定の全部又は一部を取消すことがあります。 

（１） 虚偽の申請又は報告を行った場合 

（２） 助成事業を中止した場合 

（３） 助成事業を遂行する見込みがなくなったと認められる場合 

（４） 助成事業として下記の適格要件に適合しなくなったと認められる場合 

① 博覧会の成功を記念するにふさわしい「日本万国博開催の意図」の趣旨に適った国際相互

理解の促進に資する事業であること。 

② 事業の計画及び方法が適切であり、かつ助成効果が期待できる事業であること。 

③ 助成の効果が特定の者のみ寄与すると認められない事業であること。 

④ 日本との関係が認められる事業であること。 

⑤ 第三者が実施する事業の資金提供者に助成事業者がなるとみなされない事業であること。 

⑥ 助成事業者が当該助成金により取得した財産を第三者に寄付するとみなされない事業で

あること。 

⑦ 助成事業者の経常運営（学校校舎の建設又は敷地の購入、大学の講座又は教育コースの開

設等）とみなされない事業であること。 

⑧ 単に調査研究を目的としたものとみなされない事業であること。 

⑨ 宗教活動又は政治活動を目的としたものであるとみなされない事業であること。 

⑩  基金を設立するためのものであるとみなされない事業であること。 

⑪ 個人が実施する事業であるとみなされない事業であること。 

（５） 当協会の指示に従わなかった場合 

（６） 当協会職員の行う助成事業の実施状況の調査を正当な理由なく拒み、妨げ、若しくは忌避

した場合 

（７） 助成金を助成対象事業以外の用途に使用した場合 

（８） 法令違反または社会的、道義的信用が失墜するような行為を行った場合 

（９） 「§1助成金の交付を受けるまでの流れと基本的事項」に定める万博表示等がなされないな

ど助成金交付決定通知書の交付条件及び助成金受領誓約書に違反又は助成事業遂行にあた

って適切でないと認める行為があった場合 

 

２． 取消通知 

交付決定の取消しは、当該助成事業者に対し通知します。 

なお、既に助成金の全部又は一部を受領しているときは、当協会が別途通知する返還請求に

基づき、当該取消しにかかる部分について当協会に助成金を返納することとなります。 
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§11 助成金等の返納 

１． 助成金等の返納の内容 

次の場合には、助成金等を返還しなければなりません。 

（１） 助成金の取消しを行った場合において、既に取消しに係る助成金の交付を受けているとき。 

助成事業者は、助成金の支払いを受けた後、助成金の交付決定の全部又は一部が取消され

た場合は、既に支払を受けた助成金の全部又は一部を当協会の指定する納付期日までに返納

しなければなりません。（§10 取消し 参考） 

返納の際には、当該取消しに係る助成金を受領した日の翌日から納付の日までの日数に応

じ、当該助成金の額につき年10.95％の割合で計算した加算金を当協会に納付しなければ

なりません。 

また、指定期日を経過して返納するときは、当該助成金を受領した日の翌日から指定期日

までの日数に応じ、当該助成金の額につき年10.95％の割合で計算した加算金と、指定期

日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年10.95％の割合で計算した

延滞金との合計額を当協会に納付しなければなりません。 

（２） 助成金の確定を行った場合において、既に交付した額が確定した額を超えるとき。 

助成事業者は、交付すべき助成金の額が確定された場合において、既に確定額を超える助

成金が支払われているときは、当該助成金の超過額を当協会の指定する期日までに返納しな

ければなりません。 

当該助成金の超過額について指定期日を経過して返納するときは、指定期日の翌日から納

付の日までの日数に応じ、その過払額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を当協会

に納付しなければなりません。 

（３） 助成金を辞退した場合において、既に前払金の交付を受けているとき。 

助成事業者は、助成金を辞退した場合において、既に前払金の交付を受けているときは、

受領した前払金を当協会の指定する期日までに返納しなければなりません。 

当該助成金の超過額について指定期日を経過して返納するときは、指定期日の翌日から納

付の日までの日数に応じ、その過払額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を当協会

に納付しなければなりません。 

 

２． 返納額の計算 

下記の区分に従って返納額を計算します。 

（１） 取消しの場合 

返納額＝取消しに係る助成金＋加算金（取消しに係る助成金×10.95％÷365日×取消し

に係る助成金受領した日の翌日から納付日までの日数） 

（２） 交付した額が確定した額を超える場合 

返納額＝確定した額を超えた超過額 
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（３） 辞退した場合 

返還額＝前払金額 

 

３． 返納金及び延滞金の請求 

返納金及び延滞金の請求については、当該助成事業者に通知します。 

 


